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2025 年３月のトピックス   

❶トランプ大統領 自動車関税「25％前後」 対応策は？| NHK |2025.2.19 

 

 “GDP0.2％程度 押し下げられる” 

半導体なども「25％以上に」と言及 
 

 

① 2024年に日本からアメリカ向けに輸出された乗用車の台数は133万台、輸出乗用車全体の3分の1

を占めます。 

トヨタ自動車は 53 万台余り ▽マツダは 23 万台余り ▽ホンダは 5379 台 

SUBARU はアメリカで 36 万台を生産し、日本からの輸出分を含めて 66 万台を販売 

② 自動車に対するアメリカの関税は多くの場合 2.5％で、25％に引き上げられることになれば、自動車メ

ーカーだけでなく部品メーカーなど幅広い企業に影響が予想されます。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20250219/k10014726921000.html
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➋トランプの標的は「自動車関税」より「日本の消費税」だ！ 岩本さゆみ氏 

「自動車関税」より「日本の消費税」！ 日本人だけが知らないそのワケ（文春オンライン） 2025.3.10 

 

① 米国を除く約 150 カ国で採用されている付加価値税は、1954 年にフランスが最初に導入した。フラン

ス政府が「自国の輸出企業へ補助金を与える合法的手段」として考案した。「付加価値税」という名称だ

が、「実質的には輸出企業を援助する目的が強い税金」（米公文書の説明）。 

② 消費税（付加価値税）の“からくり”（元米通商代表のライトハイザー氏） 

 

 

 

 

 

 

➌トヨタなど輸出大企業 20 社に消費税を 2.2 兆円還付  
トヨタなど輸出大企業 20 社に消費税を 2.2 兆円還付 23 年度異常円安で対前年比 3千億円も増｜全国商工新聞 

 2023 年度に輸出大企業 20 社に対し、消費税額 2兆 1803 億円を還付。 

 

（税率を EU の平均である 21％とした場合） 

・ニューヨークで 100 ドルの米製品は、欧州では 121 ドルになる。 

・パリで 100 ドルの欧州製品は、輸出還付金のため米国では 79 ドルになる。 

 この差額 42 ドルが、付加価値税が生み出す「障壁」であり、EU 企業は輸出時の付

加価値税の控除により、価格競争で優位に立てる。 

国全体の還付金の合計

額は 7.1 兆円（22 年

度）。 

事業者が納めた消費税

額20.2兆円の35％が輸

出大企業などに還付さ

れている。 

https://news.yahoo.co.jp/articles/aa8e7f1d19e4ae3751ebf071def143e7d10e9063
https://www.zenshoren.or.jp/2024/09/23/post-34069
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❹輸出還付金 何が問題？  

 Q 「消費税は『預かり金』で、輸出企業は、外国の取引先から消費税を『預かれない』のだから、 

仕入れにかかった消費税の還付は当然。」との主張をよく見ますが…。  

A  

① 消費税が本当に「間接税」で、預かり金が発生しているのなら、その理屈は成り立ちます。 

でも、消費税は、法律でも、取引の実態でも、預かり金は発生していません。 

消費税は事業者が決める「対価の一部」であり、所得税や個人事業税などと同様に、事業者が 

納める「直接税」なのです。 

② 司法では「消費税は対価の一部であり、預り金ではない」 

 

 

 

 

④ そもそも消費税は、一つ一つのモノやサービスに 10％をかける仕組みではなく、事業者は、1 年間

分の売上高にかかる税金から、1 年間分の仕入れや経費にかかる税金を差し引いて納めています。

「消費者が支払った」とされる消費税分とは関係のない金額を納めている。 

⑤ 消費税だけが「ゼロ税率」と「仕入税額控除」があるために、輸出大企業に巨額の還付金が生じる

不公平な仕組みになっています。 

 

輸出品は消費税が免税かつ税還付がある） 

 
         輸 出                       国内消費 

 

      
 

 

 

 

1990 年 3 月 26 日に東京地裁、同年 11 月 26 日に大阪地裁判決 

東京地裁「…消費税分は対価の一部としての性格しか有しないから、事業者が、

当該消費税分につき過不足なく国庫に納付する義務を、消費者との関係で負う

ものではない」と認定しています。 


